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第 1部 調布市社会福祉協議会の運営

Ⅰ 事業方針

第１ 現状と課題

平成２７年度は、保健・医療・福祉を取り巻く法制度が大きく動きます。

その一つは、医療・介護総合推進法による介護保険法の改正です。費用負担の

公平化と地域包括ケアシステムの構築を柱として、自己負担や保険料の見直しと

ともに、需要が拡大する福祉サービスの担い手として、ボランティア、住民組織、

ＮＰＯなど多様な主体による参画が期待されるなど、地域に求められる役割のさ

らなる増大が見込まれています。

二つ目は、生活保護法の改正と併せて、生活困窮者自立支援法が施行されるこ

とです。今、引きこもりや孤立死の問題、ワーキングプアなど経済的困窮に加え、

社会的孤立を背景に複数の問題が絡み合って深刻化している状況がある中、これ

まで「制度の狭間」に置かれてきた生活困窮状態にある方を支えていくためのセ

ーフティーネットを強化するというものです。

これらの施策においては、地域福祉の理念や手法が導入され、地域づくり、住

民参加、社会資源開発などが制度に位置づけられるとともに、生活支援コーディ

ネーターや生活困窮者自立相談支援員など新たな職種の配置が打ち出されてい

ます。

このようななか、当協議会は、平成２５年度から地域福祉コーディネーター（コ

ミュニティソーシャルワーカー）を配置して、対象や課題分野に限らず常に住民

の立場に立ち、住民とともに地域づくりを実践してきましたが、加えて新たな制

度との連携とともにボランティアなど住民参加の促進が今後の大きな課題とな

っています。

第２ 基本方針

市民委員とともに推進してきた第４次調布市地域福祉活動計画・見直し計画

（いきいき調布２１プラン）を一層推進し、「身近な地域で未来を創る」を実現

できるよう、各施策を着実に実施していきます。

また、地域において複雑多様化する福祉ニーズや生活課題に対応するため、総

合相談体制を構築するとともに、課題の早期発見・早期支援、見守り、助けあい

や居場所づくりなどの地域課題の解決に向けて、地域福祉コーディネーターが核

となり、地域包括支援センター職員、生活支援コーディネーター、生活困窮者自

立相談支援員など福祉関係者をはじめ、住民、民生児童委員、自治会などの皆さ

んと連携します。

さらに、増大する福祉サービスに対して、その担い手となる福祉人材の育成や

福祉事業所の質の向上を図るための取組を進めます。
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第３ 重点項目

１ 住民主体の支えあう地域づくり

（地域福祉コーディネーター（コミュニティソーシャルワーカー）の配置拡大）

平成２５年度から２年間、モデル事業として配置した２地域に加え、第１地

域（緑ヶ丘）と第１０地域（富士見町）に地域福祉コーディネーター（コミュ

ニティソーシャルワーカー）を配置します。これまでの成果を活かしながら、

新しい地域においても地域組織や関係機関と協力しながら、支えあいの仕組み

づくりや生活を支えるネットワークづくりを行っていきます。

２ 生活困窮者自立相談支援事業の開始

生活困窮者自立相談支援員を配置して、生活困窮者からの相談に包括的に応

じるワンストップ型の相談窓口を開設します。ここでは、生活困窮者の抱えて

いる課題を適切に評価・分析（アセスメント）し、その課題を踏まえた「自立

支援計画」を作成するなどの支援を行います。また、地域福祉コーディネータ

ー（コミュニティソーシャルワーカー）との連携により、早期に生活困窮者を

把握し、問題解決を図っていきます。

３ あんしん未来支援事業の推進

ひとりぐらしの高齢者等が、頼れる親族がいない場合でも安心した地域生活

を送れるため、平成２６年１１月から開始した「あんしん未来支援事業」の周

知に努めるとともに推進を図ります。

４ 調布市福祉人材育成センターの開設

調布市における福祉人材育成の総合的な拠点として、調布市福祉人材育成セ

ンターを開設します。ヘルパー資格等取得講座など福祉人材の養成や事業所職

員の専門性を向上する研修、市民参加を進めるための普及啓発や事業所間のネ

ットワーク形成などを行います。

５ 市民活動団体のマネジメントを支援

市民活動団体がより充実し安定した活動が展開できるよう、各種専門講座や

フォローアップ講座を引き続き実施します。また、市民活動を財政面から支援

する「えんがわファンド」の資金調達方法として、クラウドファンディング（イ

ンターネットを活用して支援者から資金を募る手法）などの手法を研究し、市

民が市民を支える仕組みづくりを進めます。
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６ 希望の家の円滑な運営

利用者一人ひとりの思いや体調などに応じた個別支援計画を作成し、健康面

の配慮と身体機能の維持を図ることで、充実した日中活動の提供ができるよう

努めていきます。また、障がいの特性を理解し、利用者が安心して過ごせる活

動の場とするため、職員研修や人材の養成を行います。

７ 調布市こころの健康支援センター生活訓練事業の開設

障害者総合支援法に基づく生活訓練事業として、グループワークの増設、自

立のための訓練プログラム及び訪問支援に取り組みます。また、調布市独自事

業であるデイ事業と併せて、幅広い社会参加訓練のプログラムを拡充します。

８ 調布市総合福祉センター空調設備改修工事への対応

平成２８年度にかけて実施予定の空調設備改修工事に当たっては、利用者へ

の丁寧な説明を行うとともに、調布市や施工業者と連携を図りながら、総合福

祉センターの各種事業や利用者への影響が最小限となるよう調整を進めます。

９ 災害対策・支援

いざという災害時に備えて、平成２６年度に策定した調布市社会福祉協議会

災害時ＢＣＰ（事業継続計画）を活かし、職員が即実践できるよう訓練を実施

します。

１０ 組織基盤の強化

昨年度に引き続き市民の皆さんや企業、福祉関係団体等に対して、社協への

理解と会員加入の働きかけを小地域ごとに展開していきます。また、社協キャ

ラクター「ちょビット」を活かした収益事業の検討を行います。

さらに、日々変化する福祉情勢や市民ニーズに対応できるよう、一層の人材

育成に力を入れ、組織基盤の強化を図ります。
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第２部 ボランティア・市民活動の推進事業

Ⅰ 事業方針

第１ 現状と課題

地域や社会の課題解決のため、自発的・主体的に活動しようとする人や団体が

年々増えています。それぞれの個人や団体が、課題解決に向け日々様々な取組を

行っていますが、自立・持続的な活動を展開していくためには、これまで以上の

マネジメント力が必要となっています。また、これらの活動が多くの市民から共

感を得て仲間をつくり推進していくための手法や団体内の世代交代をいかに進

めていくかなど、運営面での課題もあります。

第２ 基本方針

  市民活動支援センターは中間支援組織としての役割を果たすため、ＮＰＯやボ

ランティア活動など、幅広い市民活動に関する情報発信やネットワーク形成を支

援します。

また、中長期活動計画に基づき、「人財」「地域」「災害」「調査・研究・提言」

「広報」の５つの指標や各事業におけるウエイトを勘案しながら、「自立した市民

社会の創造」というミッションの実現に向け事業を進めていきます。

第３ 重点項目

１ 地域課題へのアプローチと市民活動団体のマネジメント力のアップ支援

多くの人々と出会い、顔の見える関係を築く中で、潜在化しているニーズを

顕在化していきます。また、市民活動団体がより充実し安定した活動が展開で

きるように、各種専門講座やフォローアップ講座を引き続き実施します。

２ ファンドレイジング（資金調達）の研究

市内で行われる市民活動を財政面から支援する「えんがわファンド」の資金

調達方法として、インターネットを活用して支援者から資金を募る新たな寄付

の手法（クラウドファンディングなど）を試行します。その成果を検証し、人

材育成や団体支援に活用できる、市民が市民を支える仕組みづくりを進めます。

３ 広報活動の充実

情報収集と情報発信力の強化に向け、講座開催や研修受講を通して、市民活

動団体と市民活動支援センターの広報力アップに取り組みます。また、当セン

ターの広報媒体の現状分析を行い、効果的な広報の実現に向け、読者アンケー

トやモニター募集など市民の視点を生かしながら改善を図ります。
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第３部 希望の家の運営

Ⅰ 事業方針

第１ 現状と課題

調布市希望の家の利用者は、４０歳以上の方が６割を超えており、健康への対

応とともに介護者である家族の高齢化が進む中で、関係機関との連携が不可欠で

す。また、調布市希望の家及び希望の家深大寺は、都立府中けやきの森学園高等

部等を卒業する重度の行動障がいのある方の日中活動場所としてその役割を担っ

ていますが、職員の人材養成など受入体制の充実が重要な課題となっています。

第２ 基本方針

利用者一人ひとりの思い、年齢、障がいの特性、体調などに応じた個別支援計

画を作成し、健康面の配慮と身体機能の維持を図ることで、充実した日中活動の

提供ができるよう努めていきます。

また、障がいの特性を理解し、利用者が安心して過ごせる活動の場づくり及び活

動時間を確保するために、職員研修や人材の養成を行います。

第３ 重点項目

１  新たな個別支援計画の作成と実施

個々の利用者の思いや障がい特性を考慮し、利用者の「強み」と「弱み」を

活かしたその人らしい生活を支援する個別支援計画を作成し、ニーズに対応し

た支援を効果的に実施します。

２ 利用者の思いに寄り添い、生活課題に応じた支援

安心できる環境の場づくりと個人個人の特性に応じた「生活介護」の活動プ

ログラムを提供します。また、計画相談機関と連携し、生活課題に対応します。

３ 地域に根付いた施設づくり

地域福祉コーディネーター（コミュニティソーシャルワーカー）と協力し、

地域の自治会や関係機関及び地区協議会との連携を深め、それぞれの地域に根

付いた施設をめざします。
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第１ 調布市希望の家の運営

事業名 財源（90,926 千円）

１ 調布市希望の家運営受託事業
自主 補助 委託 事業

市障 ○

実施内容等

１ 利用人数

調布市希望の家 18人

利用定員（26 人）

調布市希望の家分場 13 人

      利用定員（12 人）

合 計 31人

利用定員（38 人）

利用日時
利用時間 月～金曜日 9:00～16:00

休 日 土日祝・年末年始

２ 健康維持、教養娯楽活動、各種イベント等

活 動 回数・時間

各種教室（講師による指導） 体操教室・のびのび体操、水泳教室、音楽教室、ジャンベ教室

作業療法活動
月 1～2 回・半日／作業療法士による健康維持、創作活動

（本場 2 回、分場 1回）を行います。

クラブ活動 月 1 回・半日／5～7のクラブをつくり、年間通して活動します。

教養娯楽活動
ウォーキング、小グループで外出、調理、園芸、レクリェーショ

ン、音楽鑑賞等、高齢利用者の楽しい会等

運動会 年 1 回・1 日 福祉作業所等連絡会主催運動会に参加（希望者）

宿泊体験 年 1 回

成人を祝う会 成人を迎えた利用者の方をみんなでお祝いします。3 施設合同

地域のつどい
毎年 6 月に実施、希望の家及び市内の福祉施設の自主製品販売、

各種模擬店、コンサート等

知的障がい者生活介護事業として調布市から受託している調布市希望の家の事

業運営計画です。
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３ 生産活動

  各種生産及び作業活動を提供し、生産活動収入から工賃を支給します。

作

業

内

容

企業からの受託 和菓子の箱詰め、ねじの組立、医療検査器具封入等 3 社 24 種類    

自治体からの受託 公園清掃、封入 2 種類

手作り品製作販売（常

設委託・イベント販売）

焼菓子、織物、刺繍、七宝焼き

社協関係施設、市役所売店、地域のつどい、パルコ前販売会等

広報紙ポスティング
社協広報紙「ふくしの窓」2 か月 1 回ポスティング（福祉作業所等

連絡会共同受注）

工 賃 月 1 回 （25）日

４ 昼食提供

  業者と契約し、クックサーブ方式で、昼食（弁当）を提供します。

  普通食に加え、低カロリー食や肉類除去食などの対応のほか、レストラン会食や、出前、カ

レーの取り寄せなども行います。

５ 健康診断・健康管理

利用者の個人状況に合わせた健康診断・健康管理を実施し、健康の維持を支援します。

種 類 回 数／内 容

健康診断（生活習慣病検診等）
年 1 回／問聴診、胸部Ｘ線、視力、検尿、血液検査、

40 才以上は眼底、骨粗鬆症、心電図検査を行います。

聴診、健康相談（嘱託医） 年 10 回／利用者の健康管理を行います。

体重・体脂肪・血圧測定

（看護師）

月 1 回以上／年間を通して看護師による個別の健康管理を行い

ます。

インフルエンザ予防接種 年 1 回実施します。

歯科健診 年 1 回／健診、歯磨き指導を実施します。

６ 当事者活動の支援

  利用者、家族の当事者活動を支援するとともに、その意見を運営に反映します。

団体名 回 数／内 容

利用者自治会

月 1 回／行事等活動の計画、施設への要望、運営委員会への参加（委員 1 人、傍

聴数名）等を行います。

利用者の互助などの活動が自主的に進められるよう支援します。

家族会
連絡会年 4回／施設からの報告、意見聴取などを行います。

家族会から運営委員会への参加（委員 1 人）、福祉サービス利用を支援します。
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７ 送迎事業

○ 自力での通所が困難な利用者を対象に調布市希望の家送迎サービス実施基準に基づき実施

します。

○ 10 人乗りワゴン車等を使用し、職員の運転・添乗で、本場・分場それぞれから運行します。

対象利用者それぞれの自宅（市内グループホームを含む）前、若しくは自宅近辺を乗降場

所として、コースを設定します。

８ 運営管理業務

（1）苦情や要望の受付と問題解決

○ 第三者委員 2 人と苦情受付担当者 2 人、責任者１人を置き、相談窓口を常時設置しま

す。

○ 利用者・家族、関係者に対し、施設長が苦情や意見の受付を行います。

○ 定期的に第三者委員会議を開催し、課題の解決につなげます。

（2）サービス評価

○ 平成 27年度に第三者評価を実施し、円滑な運営を行います。

○ 第三者委員が中心となって行う利用者・家族アンケート調査を引き続き実施し、利用

者・家族の意向を取り入れていきます。

（3）運営委員会

○ 理事会の諮問機関として、施設の管理運営、事業計画及び運営等について検討します。

（4）職員の資質向上

○「利用者の障がい特性の理解」を主とする職員研修を強化し、利用者支援の充実と職員

のスキルアップを図ります。

（5）事業・建物管理

○ 障害福祉課及び調布市社会福祉協議会法人事務局と連携して、円滑な運営に努めます。

（6）危機管理体制の整備

○ 利用者の安心安全を守るように、事故の未然防止と家族への連絡や引き渡しなどにつ

いても的確な緊急対応ができるように努めます。

９ 地域への働きかけ

近隣の住民や企業、地域の関係機関に希望の家を理解していただき、また地域に根付いた福

祉施設として役に立てるように、調布市社会福祉協議会の小地域交流事業（富士見・入間・緑

ヶ丘地区等）や石原小学校地区協議会に参加し、地域との連携を強化します。
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第２ 希望の家深大寺の管理運営

番号 事業名 財源（90,416 千円）

１ 希望の家深大寺管理運営事業
自主 補助 委託 事業

市障 ○

実施内容等

１ 利用人数

利用定員（30 人） 希望の家深大寺 13 人

利用日時
利用時間 月～金曜日 9:00～16:00

休 日 土日祝・年末年始

２ 健康維持、教養娯楽活動、各種イベント等

活 動 回 数・時 間

各種教室（講師による指導） 体操教室・のびのび体操、水泳教室、音楽教室、ジャンベ教室

作業療法活動 月 2 回・半日／作業療法士による健康維持、創作活動

クラブ活動 月 1 回・半日／各種クラブをつくり、年間をとおして活動します。

教養娯楽活動
ウォーキング、小グループで外出、調理、園芸、レクリェーショ

ン、音楽鑑賞等、施設周辺の美化活動等

運動会 年 1 回・1 日 福祉作業所等連絡会主催運動会に参加（希望者）

宿泊体験 年 1 回

成人を祝う会 成人を迎えた利用者の方をみんなでお祝いします。3 施設合同

地域のつどい

9 月に実施予定、調布市希望の家及び市内の福祉施設の自主製品

販売、幼児や小学生の子ども連れ家族向けのゲームコーナーやす

いか割、音楽教室等

知的障がい者生活介護事業である希望の家深大寺の管理運営事業計画です。
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３ 生産活動

  各種生産及び作業活動を提供し、生産活動収入から工賃を支給します。

作

業

内

容

企業からの受託 ねじの組立、医療検査器具封入等    

古紙回収
図書館分館、特別養護法人ホーム、福祉施設、大学の寮、商店

から回収した古紙をリサイクル業者に納品

広報紙ポスティング
社協広報紙「ふくしの窓」2か月 1 回ポスティング（福祉作業所

等連絡会共同受注）

工 賃 月 1 回 （25）日

４ 昼食提供

  調布市希望の家と同じ内容で実施予定。 P69

５ 健康診断・健康管理

  調布市希望の家と同じ内容で実施予定。 P69

６ 当事者活動の支援、

  調布市希望の家と同じ内容で実施予定。 P69

７ 送迎事業

  調布市希望の家と同じ内容で実施予定。 P70

８ 運営管理業務

  調布市希望の家と同じ内容で実施予定。 P70

９ 地域への働きかけ

平成 27 年度も引き続き地域の自治会の「防災・防犯パトロール」等に職員が参加するなど、

地域の方々と交流や体験等を実施するとともに、希望の家深大寺「地域のつどい」に自治会に

関わっていただき交流を深めてまいります。また、2 月に設立した北ノ台小学校地区協議会に

参加し、地域との連携を強化します。
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第４部 調布市こころの健康支援センターの運営

Ⅰ 事業方針

第１ 現状と課題

調布市こころの健康支援センターは、平成２５年度にデイ事業を拡充し、受入

体制を整備しましたが、1年間で登録者数は２５％の増加となり、増設した３つ

のグルークワークは定員超過の状況となっています。また、午前中は活動的にな

れない方や家にひきこもりがちな方のために、午後のプログラムや訪問支援の充

実が課題となっています。

平成２５年度から開始した発達障害者支援事業では、発達障がいのある方の利

用が増加するとともに、１５才から１８才までの就学や就労ができない困難な状

況の相談が増えており、発達障がいを抱えることによる多様な課題に寄り添う支

援の充実が求められています。

第２ 基本方針

障害者総合支援法に基づく生活訓練事業を開始し、調布市独自事業であるデイ

事業と併せて、社会参加訓練や訪問支援を拡充します。

また、指定特定相談支援事業所の対象を障がい児まで拡大し、個別支援室の開

設や訪問支援など、より個別性の高い支援を充実します。

第３ 重点項目

１ 生活訓練事業の開設（デイ事業の再編と拡充）

生活訓練事業として、グループワークの増設、自立のための訓練プログラム

及び訪問支援に取り組みます。また、調布市独自事業であるデイ事業と併せて、

幅広い社会参加訓練のプログラムを拡充します。

２ 発達障害者支援事業の充実

集団参加に自信のない人が安心して利用できる訓練の場所として個別支援

室を用意し、障がいの自己理解や就労準備など環境整備と個別支援を充実しま

す。

３ 指定特定相談支援事業所の拡充

新たに障がい児を加えて精神障がい者及び発達障がい者のサービス利用計

画作成を拡充し、推進します。
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Ⅱ 事業計画

第１ 調布市こころの健康支援センターの運営

番号 事業名 財源（69,683 千円）

１ 調布市こころの健康支援センター
自主 補助 委託 事業

市障 ○

１ こころの相談事業

調布市民を対象に、精神障がい者や発達障がい者の福祉及び市民の精神保健福祉に関する相

談を受け付けます。

目標と方針

○ 医療、福祉、教育、労働など関係機関と情報共有し連携しながら、支援を必要とする人を

地域で支えます。

○ 訪問が必要な人に訪問支援をすることにより、より個別性の高い支援を充実していきます。

○ 精神科医、保健師、臨床心理士のスーパーバイズ(指導・助言)を取り入れて、一人ひとり

の利用者により適した支援の方向性を検討するとともに、職員の専門性を向上します。

実施内容等

事業名 実施日（回数） 内 容

精神保健福祉相談

・

個別支援

月～土曜日

8：30～17：30

精神保健福祉に関する相談及び精神障がい、発達

障がいのある人などへの面接相談、同行・訪問支

援などの個別支援

事例検討会 年 12 回
嘱託医、保健所、東京都医学総合研究所、障害福

祉課の参加により利用者支援を検討

医学相談    月 1回
精神科医による専門相談と職員への指導助言

心理相談    年 6回
臨床心理士による専門相談、心理検査と職員への

指導助言

２ デイ事業

  精神障がい、発達障がいのある人を対象に、居場所の確保と社会参加の力をつけることを目

標に訓練を行います。

（１）選択制プログラム

  目的に応じて毎回申込み制で参加する各種のプログラムを行います。

調布市から委託された精神保健福祉事業の運営計画です。
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（２）デイルームの利用

     計画的なデイルーム利用により仲間との交流や生活リズムの改善に役立てます。

目標と方針

○ ひきこもりがちな生活から外出する第一歩、就労の準備など、一人ひとりのニーズとペー

スに合わせて個別の利用計画を立て支援します。

○ 対人関係の練習をしながら次のステップアップを考えます。

○ 利用者のニーズに応えて、デイルームの開所日数と時間を拡大します。

実施内容等

実施日等 内 容

選択制プログラム 月～金曜日

9:30～16：30

パソコン教室、うたごえ喫茶、茶話会、

地域イベントへの参加といった社会参

加訓練

デイルームの利用
月～金曜日

9:30～16：30

居場所や外出先、当事者同士での交流

デイ事業ケース会議 月 1 回
新規登録と登録終了、更新の見直しに

ついての検討会議

３ 生活訓練事業
番号 事業名 財源（22,044 千円）

２ ǀ ǁ生活訓練事業
自主 補助 委託 事業

市障 ○

精神障がい、発達障がいのある人を対象に、就労や自立生活を目標とする訓練を行います。

（１）グループワーク

固定したメンバーで、対人関係や生活技能など、自立と社会参加に必要な力をつける訓

練を行います。

（２）訓練プログラム

自立と社会参加に必要な力をつけるための訓練プログラムを行います。就労支援事業と

合同開催するプログラムも実施します。

（３）選択制プログラム

目的に応じて毎回申込み制で参加する各種のプログラムを行います。

（４）個別支援室「ベース」

集団参加に自信のない人を対象に安心して利用できる訓練の場所を提供します。

（５）訪問支援

通所ができている人だけでなく、将来通所する可能性がある人を対象に訪問による訓練を

行います。


